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はじめに
CO₂排出量の削減要請、パンデミック、半導体供給の逼迫、

さらには、ロシアのウクライナ侵攻等、絶え間ない外部環境

変化は、自動車部品サプライヤー各社にとって喫緊の課題と

なっている。

“紆余曲折”あった我が国を含め、主要な自動車OEMの

電動車戦略・BEVモデル投入計画が出揃い、自動車部品

サプライヤー各社は、その対応に余念がないことであろう。

加えて、コネクテッドの普及、運転支援・自動運転技術の

進展と普及への期待と相まって、自動車・自動車部品業界

の業界構造に予想される劇的な変化は、今や衆目の一致

するところである。

このような環境認識と問題意識のもと、当社（デロイト トー

マツ自動車セクター）は、Global Supplier Initiativeを立ち上

げ、米州、欧州、日本を含むアジアの三極におけるメンバーを

中心としたタスクフォースを編成し、自動車部品サプライヤーが

直面する困難と、それに対する処方箋を日々、探究している。

本稿では、当該イニシアチブ活動から得た示唆を中心に、自

動車部品サプライヤーが辿るべき道程を整理し、その先にあ

る未来を、本稿の読者諸兄とともに考察することを試みたい。

CASE普及の実際：シーン設定
本稿の執筆時点（2022年9月）において、BEV関連のニュー

スを見ない日は無いと言っても過言ではない。当社にて実施

した「2022年次世代自動車に関する消費者意識調査」にも

示したように、消費者の40%はBEV/ PHEVについて将来的な

購入意欲があり、いよいよ「脱エンジン」の流れは「本物」とい

う空気感である。

BEVの普及：2030年が重要なマイルストーン

では、実際の普及経路はどうなのだろうか。下図（弊社「自

動車部品サプライヤーのグローバル最新動向」より引用）の

とおり、2030～35年に掛けて、主要国は電動車の販売比率

目標を掲げており、中にはゼロエミッションのみを登録可能と

する政策を打ち上げる国・地域もある。

このような世界的な流れ、具体的には規制・政策に沿って、

各自動車OEMは各地域・国毎のBEV投入計画を策定・

実行していくことになる。例えば、欧州は圧倒的に速い。

日本はHEVから徐々に、という具合に。

欧・米・中の政策を額面通りに受け止めると、主要マーケット

では2035年頃に新車のおおよそ過半がBEVになるだろうとい

う見立てとなる一方で、2030年断面でのBEV普及率を見立

てることは極めて難しい。BEVの技術的なティッピング・ポイント

は2025年頃となる前提に立つと、IHSによる予測（2030年に

は40%に迫る）も頷ける。しかし一方で、バッテリーの原価

低減や、充電インフラの普及スピードへの懸念は払拭しきれ

ず、2030年断面では25%-30%が現実的との意見もあり、

引き続き注視が必要との認識である。

自動運転・運転支援とコネクテッド：2030年には”当たり

前”の装備に

各社のコネクテッドサービスは概ねサービスインしており、その

「嬉しさ」を体感・実感している読者も多いことだろう。コネク

テッドサービス実装に必須となる車載テレマティクス機器は、

2030年には100%搭載になると予想され、”当たり前”の装備

になる日も近いだろう。

「自動運転車（レベル1-4合算）は2030年までに世界で

約8250万台にのぼる」と、当社のアンディ ツォウ（中国自動

車セクターリーダー）が、デロイト-アリババクラウド自動車産業

センターの設立に際して述べた通り、自動運転（および運転

支援機能）が新車の約80%（2030年）に搭載されると

予測され、自動運転の普及が加速していると言えよう。
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図1 ―内燃機関の小型乗用車の段階的な廃止を正式

に表明する国

<出所> デロイト自動車セクター 「自動車部品サプライヤーのグローバル最新動向」

図2 ― 生産台数の見通し（パワートレイン別）

<出所> IHS

図3 ―新車販売に占める車載テレマティクス機器搭載率

<出所> 「2025 Every Car Connected」 GSMA
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周知のとおり、自動車OEM各社はプラットフォーム共通化の

努力を進め、規模の経済を可能な限り享受しながら、厳し

い競争環境を勝ち抜こうと考えている。これが自動車部品

業界に意味することは何だろうか。

部品群毎にリスク・エクスポージャーが異なる
EV化の進展に伴い、クルマの作り方は変わり、モジュール化が

より一層進む。また、「部品点数が10,000点減る」ことも、頭

の中では理解出来る話だ。とは言いながら、「当社のビジネス

をどう見立てれば良いのか」、極めて全うな問いである。

実際に、当社が2021年に実施した分析に基づくと、自動車

部品サプライヤーが直面するリスクは、部品群毎に異なり、

大きく4つに分類することができる。

1. 現状維持：リスク低

2. 社内の課題を一層する：リスク有／対応可

3. 市場の課題に対応する：リスク有／一部コントロール

不可

4. 火消し：リスク顕在化／抜本的な対策要

当社レポートに記載した処方箋に沿って、まずは自社製品・

部品が当てはまる象限を確かめつつ、然るべき手当を進めて

頂きたいということではあるが、具体例として、改めて「したた

かな」欧州系サプライヤーの動きからヒントを得てみることも一

つの手であろう。例えばBoschとContinentalは、市場縮小又

は先行きの不透明な領域の部品を売却・スピンオフしつつ、

新技術領域を取り込む等、極めて論理的にことを進めている。

クルマの高機能化は部品のモジュール化を促進
他方で、車両の制御を担うECU統合化の動きも見逃せない。

電動化、自動運転化の進展と共に、車両に搭載される

電子デバイス数は増加し、部品を制御するECUの数も増加

が続いてきた。特に、自動運転車では走る・曲がる・止まるを

同時並行で制御する必要があるためECU間の情報のやりと

りも複雑化する。

斯かる中、足元では個々の部品毎にECUを制御するのでは

なく、パワートレイン、ボディ、シャシーなど、機能毎にECUを

取り纏めるドメインコントロールが主流化している。今後は、

仮想化された高性能コントローラーが中央集権的に複数ドメ

インを制御する形へと更に統合化は進展するであろう。

これは即ち、各ドメイン内の部品も一体的な制御が進むこと

を示しており、今後はOEMからドメインコントロールを担うサプ

ライヤー（以下、ドメインコントローラー）へ、各ドメインの部品

を一括発注する流れが定着すると想定される。この流れを

見越して、Boschは組織を再編し、複数ドメインを一括して扱

える事業部を新設するなど新たなクルマ作りに対応した体制

を着々と整えている。

今後、ドメインコントローラーがOEMからモジュール一括受注を

行う構造に変化すると、これまで個々の部品を手掛けてきた

Tier1サプライヤーは実質的にTier2ポジションへ移行し、収益

性が低下する恐れがある。またさらに、EV化の進展は内燃

機関・駆動部品の需要を消失させ、当該サプライヤーは売上

基盤を喪失するリスクに直面することになる。
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図4 ― 部品群毎のリスクマップ

図6 ― ECUの統合化進展
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図8 ― サプライヤーのポジション分類と今後の展望
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図5 ― Bosch・Continentalの買収・売却実績例
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サプライヤーの生き残り策は大きく5類型
今後のリスクをミニマイズし、サプライヤーが生き残って行く上で

は、複数のドメインやモジュールを手掛け、高付加価値化を

図ることでTierダウンを防ぐ方策や、水平統合による価格交

渉力の向上、スケールメリットの獲得や生産の効率化によっ

て収益を捻出する取り組みが重要となる。

数多あるサプライヤーの置かれた状況を踏まえて、サプライヤー

の生き残り策を類型すると大きく5つの方向性が想定される。

A：統合ECU及び複数ドメインを統合制御する

「準OEMサプライヤー」

B：複数ドメインを統合制御する「クロスドメインサプライヤー」

C：特定のドメインで構成部品全体を統合する「ドメイン

モジュールサプライヤー」

D：特定ドメインで一部の構成部品を統合する「サブモジュー

ルサプライヤー」

E：特定の構成部品で寡占化を狙う「寡占型サプライヤー」

しかし現実的に、A「準OEMサプライヤー」やB「クロスドメイン

サプライヤー」を志向できるのは、膨大な投資・開発余力を有

する一握りのメガサプライヤーに限られる公算が大きい。

中規模サプライヤーにとって現実的な路線である類型C～Eに

関して、自動運転化の中で活発な再編が予想される足回

り・コックピット領域を例にとって、個別部品にフォーカスした具

体的な絵姿をもう一段深堀してみたい。

まず、足回り系部品としてステアリングコラムサプライヤーを例

に取ると、周辺部品であるステアリングモーターサプライヤーとの

協業（サブモジュール化）、同業のステアリングコラムを手掛

ける企業等との協業（寡占化）といったシナリオが検討でき

る。ただ、いずれも別個のシナリオとして生き残りは図れるもの

の、Tier1としてのポジションを確立するにはECUサプライヤーと

の協業まで広げてドメインモジュールサプライヤーを目指すこと

が必要になると考えられる。

同様に、コックピット領域の例として、カーナビ・IVIサプライヤー

について検討すると、Tier1ポジションを得るにはコックピット

周りの部品を手掛ける複数サプライヤーとの協業が必要とな

る。但し、コックピット領域は機能の異なる構成部品が多岐

に亘る上、周辺情報や走行情報との連携も必要な製品で

あることから、その全てをモジュール化するには相当な負担が

伴うと想定される。必ずしも製品ラインアップの拡充に拘らず、

特定のサブモジュール単位でポジションを築くことも有効な

一手となろう。

結びにかえて
上記の考察を踏まえると、従来はTier1として単品でも受注

が出来ていた環境から、他社連携等を通じて何等かの特色

を持たなければ、生き残りが困難な事業環境へと移行してい

ると言える。

これまで見てきたように、電動化、自動運転化を起点にクル

マづくりの在り方、更には産業構造自体が大きく変わる可能

性が極めて高く、既に異業種からの参入も多数見られる

状況にある。

更に今後は、カーボンニュートラル対応や、EV対応製品開発

に必要な投資等、中規模サプライヤーの中には、多額の資

金需要に耐えられないケースも懸念材料である。当社では、

こうした産業構造変化を見据え、これまで数多くのサプライ

ヤーの戦略策定・実行をご支援してきたが、今後もさらに、

様々な知見やノウハウを活かしながら、多くのサプライヤーの

活路を共に見出していきたい。
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図9 ― サプライヤーの生き残り策類型
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図10 ― 事例考察①ステアリングコラムサプライヤー

図11 ― 事例考察②カーナビ・IVIサプライヤー
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